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前計画の計画期間内（1998（平成10）年度～2018（平成30）年度）における主な社会情

勢の変化は、次のとおりです。      
経済発展、技術開発により、人間の生活は物質的には豊かで便利なものとなりましたが、

一方で、私たちのこの便利な生活は、温室効果ガスによる気候変動や地球上の生物多様性の

喪失など、人類が豊かに生存し続けるための基盤となる地球環境の悪化をもたらしています。 
国際社会は、2001年に策定されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：

以下「MDGs」）を開発分野の羅針盤として、15年間で一定の成果を上げましたが、教育、母

子保健、衛生といった未達成の目標や、深刻さを増す環境汚染や気候変動への対策、頻発す

る自然災害への対応といった新たな課題が生じるなど、MDGs の策定時から、開発をめぐる

国際的な環境は大きく変化しました。 
こうした状況に取り組むべく、2015（平成27）年9月の「国連持続可能な開発サミット」

において採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」（以

下、「2030アジェンダ」と表記します。）は、国際社会全体が、これらの人間活動に伴い引き

起こされる諸問題を喫緊の課題として認識し、協働して解決に取り組んで行くことを決意し

た画期的な合意です。 
「2030アジェンダ」は、相互に密接に関連した17のゴール（目標）と169のターゲットか

らなる「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」を掲げ、「誰一

人取り残さない」社会の実現を目指し、環境・経済・社会をめぐる広範な課題に、統合的に

取り組むことを誓っています。 
SDGs は、17のゴールが相互に関係しており、１つの行動によって複数の側面における利

益を生み出す多様な便益（マルチベネフィット）を目指すという特徴を持っています。特に

SDGs の数多くのゴール・ターゲットに、環境そのものの課題や地球環境と密接に関わる課

題が含まれることから、環境分野での取組が経済社会システム・ライフスタイル・技術のイ

ノベーションの創出と経済・社会的課題などの同時解決に資する効果があります。 
SDGs は、あらゆる形態の貧困に終止符を打ち、地球を保護し、全ての人が平和と豊かさ

を享受できるようにすることを目指す普遍的な行動を呼びかけるものですが、SDGs の達成

のためには、国家レベルだけでなく、市民、事業者、市などの社会の多様な主体が連携して

行動していく必要があります。 
そのため、本市の環境施策の推進においても、SDGs の達成と深い関りがあることを認識

し、持続可能な社会の実現に寄与していくことが求められています。  

１ 環境問題をとりまく社会情勢の変化 

世界の動向 
持続可能な開発のための 2030アジェンダ 
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資料︓国際連合広報センターウェブサイト、持続可能な開発のための 2030アジェンダと日本の取り組み（外務省）  

持続可能な開発目標（SDGs）における 17の目標 

 ］市都な能可続持［ 11標目

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で

持続可能な都市及び人間居住を実現する。

 ］産生と費消な能可続持［ 21標目

持続可能な消費生産形態を確保する。

 ］動変候気［ 31標目

気候変動及びその影響を軽減するための

緊急対策を講じる。

 ］源資洋海［ 41標目

持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する。

］源資上陸［ 51標目

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処ならびに

土地の劣化の阻止・回復

及び生物多様性の損失を阻止する。

 ］餓飢［ 2標目

飢餓を終わらせ、食料安全保障

及び栄養の改善を実現し、

持続可能な農業を促進する。

］困貧［ 1標目

あらゆる場所あらゆる形態の

貧困を終わらせる。

］健保［ 3標目

あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

 ］育教［ 4標目

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、

生涯学習の機会を促進する。

 ］ーダンェジ［ 5標目

ジェンダー平等を達成し、

すべての女性及び女児の能力強化を行なう。

 ］生衛・水［ 6標目

すべての人々の水と衛生の利用可能性と

持続可能な管理を確保する。

 ］ーギルネエ［ 7標目

すべての人々の、安価かつ信頼できる

持続可能な近代的なエネルギーへの

アクセスを確保する。

 ］用雇と長成済経［ 8標目

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の

完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

 ］ンョシーベノイ、化業産、ラフンイ［ 9標目

強靭（レジリエント）なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進

及びイノベーションの推進を図る。

 ］等平不［ 01標目

国内及び各国家間の

不平等を是正する。

 ］和平［ 61標目

持続可能な開発のための平和で包摂的な

社会を促進し、すべての人々に司法への

アクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて

効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

 ］段手施実［ 71標目

持続可能な開発のための実施手段を強化し、

グローバル・パートナーシップを活性化する。
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2015（平成27）年12月、パリで開催されたCOP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国

会議）において、2020（令和２）年以降の温暖化対策の国際的枠組みとなる「パリ協定」が

正式に採択され、2016（平成28）年11月に発効しました。 

「パリ協定」では、「世界全体の平均気温の上昇を２℃より十分下方に抑えるとともに、

1.5℃に抑える努力を追求すること、このために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出の実

質ゼロ（人為的な温室効果ガス排出量と吸収量を均衡させること）にすること」などが目標

として定められ、先進国だけでなく途上国を含む世界の国々が、目標達成に向けた取組を実

施することとされています。 

 

 

 

2010（平成22）年10月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約締約国会議（COP10）

において採択された「生物多様性戦略計画2011-2020（愛知目標）」は、生物多様性条約の3

つの目的、①生物多様性の保全、②生物多様性の構成要素の持続可能な利用、③遺伝資源の

利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分、を達成するための新たな世界目標です。 

戦略計画2011-2020は、2050（令和32）年までに「自然と共生する」世界を実現するビ

ジョン（中長期目標）をもって、2020（令和２）年までに生物多様性の損失を止めるための

効果的かつ緊急の行動の実施（短期目標）及び20の個別目標（愛知目標）の達成を目指すも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料︓COP10・11の成果と愛知目標（環境省） 

  

生物多様性戦略計画 2011-2020（愛知目標） 

パリ協定 

生物多様性戦略計画 2011-2020（愛知目標） 

目標１ 人々が生物多様性の価値と行動を認識する

目標２ 生  物多様性の価値が国と地方の計画などに統合され、

適切な場合に国家勘定、報告制度に組み込まれる

目標３ 生  物多様性に有害な補助金を含む奨励措置が廃止、又

は改革され、正の奨励措置が策定・適用される

目標４  すべての関係者が持続可能な生産・消費のための計画

を実施する

目標５ 森  林を含む自然生息地の損失が少なくとも半減、可能な

場合にはゼロに近づき、劣化・分断が顕著に減少する

目標６ 水産資源が持続的に漁獲される

目標７  農業・養殖業・林業が持続可能に管理される

目標８ 汚  染が有害でない水準まで抑えられる

目標９ 侵略的外来種が制御され、根絶される

目標10サ  ンゴ礁等気候変動や海洋酸性化に影響を受ける脆弱

な生態系への悪影響を最小化する

目標11 陸  域の17％、海域の10％が保護地域等により保全される

目標12 絶滅危惧種の絶滅・減少が防止される

目標13 作  物・家畜の遺伝子の多様性が維持され、損失が最小化

される

目標14 自  然の恵みが提供され、回復・保全される

目標15 劣  化した生態系の少なくとも15％以上の回復を通じ気候

変動の緩和と適応に貢献する

目標16 A  BS に関する名古屋議定書が施行、運用される

目標17 締  約国が効果的で参加型の国家戦略を策定し、実施する

目標18 伝  統的知識が尊重され、主流化される

目標19 生  物多様性に関連する知識・科学技術が改善される

目標20 戦   略計画の効果的な実施のための資金資源が現在のレベ

ルから顕著に増加する

◆個別目標/愛知目標
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2018（平成30）年４月に閣議決定された国の「第五次環境基本計画」では、目指すべき持

続可能な社会の姿のひとつとして、「地域循環共生圏」の創造を掲げています。 

「地域循環共生圏」とは、各地域が有する自然資源、生態系サービス、資金・人材などを

活かして自立・分散型の社会を形成しながらも、地域の特性に応じて地域資源を補完し支え

合う考え方のことです。 

「地域循環共生圏」の創造に向けて、「SDGsの考え方も活用し、環境・経済・社会の統合

的向上を具体化する」ことを掲げ、環境政策を契機に、あらゆる観点からイノベーションを

創出し、経済、地域、国際などに関する諸課題の同時解決と将来にわたって質の高い生活を

もたらす「新たな成長」につなげていくとしています。 

また、「地域循環共生圏」の創造に向けた施策の展開として、「持続可能な生産と消費を実

現するグリーンな経済システムの構築」など分野横断的な６つの重点戦略を設定し、さらに、

重点戦略を支える環境政策として、「気候変動対策」をはじめとする６つの分野が示されてい

ます。 

 

 

                  
資料︓第五次環境基本計画の概要（環境省） 

「地域循環共生圏」の概念図 

国の動向 
第五次環境基本計画 

〇各地域がその特性を生かした強みを発揮 

→地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成 

→地域の特性に応じて補完し、支え合う 

地域循環共生圏 
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2012（平成24）年９月に閣議決定された「生物多様性国家戦略2012-2020」において、

2020（令和２）年までに取り組むべき施策の方向性として、「生物多様性を社会に浸透させ

る」、「地域における人と自然の関係を見直し・再構築する」、「森・里・川・海のつながりを確

保する」、「地球規模の視野を持って行動する」、「科学的基盤を強化し、政策に結びつける」

の５つの基本戦略が設定されました。 
また、その達成状況の中間評価を受け、2016（平成28）年11月に「生物多様性国家戦略

2012-2020の達成にむけて加速する施策」が取りまとめられました。加速する施策は、日本

の生物多様性を巡る現状や課題をふまえ、①生物多様性の主流化に向けた取組の強化、②生

物多様性保全と持続可能な利用の観点から見た国土の保全管理と生態系サービスの利用、③

野生生物の保護管理と外来種対策の加速、という３つの取組を設定し、目標の達成を目指し

ています。    
水は生命の源であり、絶えず地球を循環し、大気・土壌などを含む自然構成要素と相互に

作用しながら、生態系に広く多大な恩恵を与え続けてきました。しかし、近年、都市部への

人口の集中、産業構造の変化、地球温暖化に伴う気候変動などの様々な要因が水循環に変化

を生じさせ、それに伴い、渇水、洪水、水質汚濁、生態系への影響といった様々な問題が顕

著となっています。 
健全な水循環を維持・回復するための施策を包括的に推進していくため、2014（平成26）

年に水循環基本法が制定され、それに基づき2015（平成27）年には「水循環基本計画」が閣

議決定されました。 
水循環基本計画では、森林、河川、農地、都市、湖沼、沿岸域等において、水循環に関する

施策を通じ、流域において関係者が連携して人の営みと水量、水質、水と関わる自然環境を

良好な状態に保つ、または改善に向けた活動することを「流域マネジメント」とし、これを

推進していくこととしています。    
2018（平成30）年６月の「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、「第三次計画」で

掲げた「質」にも着目した循環型社会の形成、低炭素社会や自然共生社会との統合的取組等

を引き続き重視するとともに、環境・経済・社会の統合的向上に向けた重要な方向性として、

「地域循環共生圏形成による地域活性化」、「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」、「適

正処理の更なる推進と環境再生」、「循環分野における基盤整備」などを掲げています。 
また、こうした方向性のもと、「バイオマスの地域内での利活用」、「シェアリング等の２Ｒ

ビジネスの促進、評価」、「家庭系食品ロス半減に向けた国民運動」、「高齢化社会に対応した

自然共生社会の形成に向けた戦略策定 

循環型社会の形成に向けた計画策定等 

健全な水循環に向けた法整備、計画策定等 
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廃棄物処理体制」などの取組を推進することとしています。 
さらに、2019（令和元）年５月には、「食品ロスの削減の推進に関する法律」が成立し、食

品生産から消費までの各段階で食品ロス減少へ取り組む努力を「国民運動」として位置づけ

られました。    
国は、「パリ協定」に向けて、「国内の排出削減・吸収量の確保により、2030年度に2013年

度比26.0％減（2005年度比25.4％減）」とする温室効果ガスの削減目標を立て、その実現を

目指し、2016（平成28）年５月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正を行うとと

もに地球温暖化対策に関する総合的な計画である「地球温暖化対策計画」を閣議決定しまし

た。 
また、2018（平成30）年７月に策定された国の「第５次エネルギー基本計画」では、2030

（令和12）年に向けて、徹底した省エネルギーの推進を前提に、再生可能エネルギーは22～

24％とする電源構成（エネルギーミックス）目標の確実な実現を目指すとしています。 
国内での再生可能エネルギーの普及状況についてみると、2014（平成26）年７月に開始さ

れた「固定価格買取制度」を契機に、太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの利用が

急速に普及しており、機器についても技術革新によりエネルギー変換効率の向上や設置コス

トの低減などが進んでいます。 
市民や事業者の省エネ意識については、東日本大震災の発生を契機に行動が大きく変化し、

節電などの取組は、日常的な習慣となり、定着しつつあります。   
地球温暖化を伴う気候変動は、人間社会や自然の生態系の危機に繋がると考えられており、

既に集中豪雨や干ばつといった異常気象による災害が世界中で発生し、甚大な被害が報告さ

れています。 
既に起こりつつある気候変動影響への防止・軽減のための備えと、新しい気候条件の利用

を行うことを「適応」と言い、低炭素社会の形成を目指す「緩和策」とともに、既に生じてい

る温暖化による影響に適切に対応する「適応策」に積極的に取り組む必要があることから、

2018（平成30）年６月に「気候変動適応法」が成立し、11月に「気候変動適応計画」が閣議

決定されました。 
気候変動適応計画では、影響が既に生じているまたはその恐れがある主要な７つの分野

（「農業、森林・林業、水産業」「水環境・水資源」「自然生態系」「自然災害・沿岸域」「健康」

「産業・経済活動」「国民生活・都市生活」）が明示され、関係府省庁が連携して気候変動適

応策を推進することとされています。     

低炭素社会の形成に向けた法改正等 

気候変動適応策の推進 
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千葉県は、2008（平成20）年３月に2008（平成20）年度から2018（平成30）年度を計

画期間とする「千葉県環境基本計画」を策定しました。その後、県の自然環境や生活環境を

めぐる状況の変化、新たな課題への対応の必要性を受け、策定から７年が経過した2015（平

成27）年３月に、計画の見直しを行い、「千葉県環境基本計画（改訂版）」を策定しました。

さらに、2018（平成30）年度の計画期間終了に伴い、2019（平成31）年3月に新たな「千

葉県環境基本計画」の策定を実施したところです。 
新たな「千葉県環境基本計画」では、目指す将来の姿「みんなでつくる『恵み豊で持続可

能な千葉』～」に向けて、基本目標として、「地球温暖化の推進」、「循環型社会の構築」、「豊

かな自然環境と自然との共生」、「野生生物の保護と適正管理」、「安全で安心な生活環境の保

全」の５つを掲げ、環境・経済・社会的課題の同時解決に向け、分野横断的に施策を展開し

ていくことが明記されています。    
千葉県では2008（平成20）年３月に「生物多様性ちば県戦略」を策定し、「行政と多様な

人々が一体となって生物多様性を保全・再生し、子どもたちとその未来のために、さまざま

な生物・生命（いのち）がつながり、資源・エネルギーを持続させ、豊かな自然と文化が守り

育まれる社会」を目指すとしています。 
また、印旛沼の水質浄化に向けて、2015（平成27）年度までに6期にわたる「湖沼水質保

全計画」を策定し、印旛沼水質保全協議会で各種施策を総合的に推進してきましたが、環境

基準達成には、より一層の水質改善が必要であることから、「湖沼水質保全計画（第7期）」を

2017（平成29）年に策定し、印旛沼の COD（年平均値）10㎎/ℓ を2020（令和２）年度ま

での短期目標としています。引き続き、印旛沼流域水循環健全化会議や流域市町と連携・協

力を図りながら、下水道の整備、高度処理型合併処理浄化槽の設置促進等による生活排水対

策や流出水対策、印旛沼や流入河川等における浚せつ、沼の水質汚濁メカニズムの解明や水

質浄化技術に係る調査研究など、総合的な水質保全対策を推進しています。    
循環型社会の形成に向けた取組として、３R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進、

廃棄物の適正処理の推進と不法投棄の防止、残土の適正管理、再生土への対策の推進に関す

る施策を展開しており、具体的な取組として、２R（リデュース・リユース）、食品廃棄物の

削減、レジ袋や紙コップなどの使い捨て容器包装の減量化などを促進する「ちばエコスタイ

ル」を推進するなどしています。 

自然共生社会の形成に向けた取組 

千葉県の動向 

循環型社会の構築に向けた取組 

千葉県環境基本計画 



 

77 

参考資料 

参
考
資
料 

   
新たな「千葉県環境基本計画」では、地球温暖化対策の取組として、再生可能エネルギー

等の活用、水素社会構築、省エネルギーの促進、温暖化対策に関する都市・地域づくり等の

促進、気候変動への適応に関する施策を展開していくこととしています。 
2016（平成28）年度には、関係企業や県内金融機関・大学・市町村等で構成するプラット

フォーム（情報共有、具体的な取組等検討の場）を設置し、水素社会構築に向けて取組んで

いるほか、2018（平成30）年３月には、「千葉県の気候変動影響と適応の取組方針」を定め

ました。    

地球温暖化対策の取組 
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印旛沼関連の計画・事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県、流域市町村の計画・事業 

印旛沼に係る湖沼水質保全計画（第７期） 実施主体︓千葉県 

・印旛沼の水質の環境基準の達成及び良質な飲料水源の確保に向けて、関
係機関の連携のもと、総合的な水質保全対策の推進を図る計画 

【佐倉市に関連する主な事業】 

●湖沼の水質の保全に資する事業  

・下水道の整備 

・高度処理型合併処理浄化槽の設置促進  

・農業集落排水施設の整備 

・し尿処理施設による処理  

・生活雑排水等処理施設による処理  

・家畜排せつ物処理施設の整備促進 

・廃棄物処理施設による処理 

・流入河川等の浄化対策（河川清掃等、水路の浚せつ等） 

・湖沼の浄化対策（沼清掃等） 

●湖沼の水質の保全のための規制その他の措置 

・工場・事業場排水対策 

・生活排水対策 

・畜産業に係る汚濁負荷対策 

・流出水対策 

・緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護 

・地下水利用の適正 

・土砂等の埋立て等の適正化 

・廃棄物の不法投棄の防止 

●その他  

・調査研究の推進 

・公共用水域の水質の監視 

・環境学習の推進等 

・印旛沼流域水循環健全化会議における水環境等に係る施策の推進 

・印旛沼水質保全協議会における啓発活動等の推進 

・地域住民等の協力 など 

印旛沼流域水循環健全化計画 

印旛沼流域水循環健全化計画 第 2期行動計画 

実施主体︓水循環健全化会議 

・2030（平成 42）年度の印旛沼の姿を全ての関係者が共有できる
目標として描き、その目標の達成に向けた、それぞれの役割分担を
明確にした計画 

●実施中の取り組み 

・市街地・雨水浸透対策 

・生活排水対策 

・環境にやさしい農業の推進 

・生態系保全 

・環境学習の推進 

・水草の再生 

・市町連携︓市町が中心となった取り組みの推進 

・市民活動・企業連携︓連携プログラムの実施 

●イベント開催 

・印旛沼・流域再生大賞︓印旛沼・流域のために活動している個人や
団体を表彰 

・印旛沼流域環境・体験フェア︓印旛沼・流域に関心を持ってもらう
ためのイベント 

●モニタリング 

整合 

千葉県におけるカミツキガメ防除実施計画書 実施主体︓千葉県 

・印旛沼とその流域において、特定外来生物のカミツキガメの定着・繁殖
が確認されていることから、計画的な防除を実施 

佐倉市の計画・事業 

【水質改善対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施中の事業】 

・公害防止対策事業（生活環境課） 

・地下水、湧水等水循環事業（生活環境課） 

・水質汚濁防止対策事業（生活環境課） 

・河川維持管理事業（治水課） 

・河川改修事業（治水課） 

・合併浄化槽普及促進事業（生活環境課） 

・排水施設維持管理事業（農政課） 

・排水施設整備事業（農政課） 

・環境保全型農業推進事業（農政課） 

・汚水拡張事業（建設課） 

第５次佐倉市総合計画 実施主体︓全庁 

・佐倉市のまちづくりの最上位計画 

佐倉市上下水道ビジョン 

実施主体︓上下水道部 

・「佐倉市総合計画」に基づく水道・下水道分
野の長期の個別計画 

●実施中の主な取り組み 

・公共用水域の水質保全の促進 

・環境対策の推進 など 

第 3期佐倉市生活排水対策推進計画 

実施主体︓生活環境課 

・生活排水対策を総合的かつ効率的に推進す
ることための計画 

●実施中の主な取り組み 

・家庭でできる生活排水対策への支援 

・公共下水道への接続の推進 

・高度処理型合併処理浄化槽の設置補助等の
補助制度の PR 

・浄化槽の適正管理の呼びかけ 

・雨水浸透施設の整備促進 など 

【環境保全対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施中の事業】 

・印旛沼浄化運動事業（生活環境課） 

・畔田谷津保全事業（生活環境課） 

・環境学習推進事業（生活環境課） 

・農地・水・環境保全対策事業（農政課） 

第２次佐倉市環境基本計画 

実施主体︓生活環境課 

・本市の環境施策の総合的かつ計画的な推進
を図るための計画 

●実施中の主な取り組み 

・印旛沼の水質浄化の推進（下水道整備、排
水指導 等） 

・健全な水循環の維持（湧水、浸透、地下水
流量 等） 

・印旛沼・流域の再生に向けた普及、啓発 

・動植物の生息・生育環境の保全 

・生物多様性の保全に向けた普及、啓発 

・谷津の保全 など 

佐倉市谷津環境保全指針 

実施主体︓生活環境課 

・湧水地でもある谷津の保全に向けた指針 

●実施中の主な取り組み 

・台地の地下水涵養能力の保持 

・谷津の持つ水源地としての機能の保持 

など 

【まちづくり・地域活性化対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施中の事業】 

・佐倉草ぶえの丘整備事業（農政課） 

・佐倉草ぶえの丘管理運営事業（佐倉草ぶえの丘） 
・観光施設維持管理事業（産業振興課） 

・観光資源創出事業（産業振興課） 

・飯野台観光振興施設管理運営事業（産業振興課） 
・観光イベント事業（産業振興課） 

印旛沼流域かわまちづくり計画 

実施主体︓企画政策課 

・印旛沼及び周辺河川の水辺整備、活用など
を一体として推進するための計画 

●実施中の主な取り組み 

・利活用プログラム・イベントとの連携及び
活用 

・印旛沼流域の魅力の強化、ブランド力の強
化 

・一里塚（ミニ拠点）整備 

・水辺拠点整備 など 

佐倉市産業振興ビジョン 

実施主体︓産業振興課 

・産業の振興に関する施策の総合的かつ計画
的な推進を図るための計画 

●実施中の主な取り組み 

・佐倉草ぶえの丘、サンセットヒルズ、野鳥
の森の整備、管理・運営 

・花をテーマにした集客機能の検討 

・年間を通じた体験メニューの検討 

・印旛沼周辺回遊ルートの検討 

・サイクルツーリズムの推進 など 

整合 
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市内の主な社会動向、環境を取り巻く現状は、次のとおりです。     
佐倉市は、千葉県北部、下総台地の中央部に位置し、都心から約40km、成田国際空港から

約15km、千葉市から約20kmの距離にあります。 
面積は約104㎢で、北部は印旛沼に川が注ぎ、西部は首都圏のベッドタウン、東部・南部は

農村地帯が広がる中、工業団地が立地し、緑豊かな自然と都市の利便性を共に享受できるま

ちです。                       

位置 
佐倉市の位置図 

２ 市内の環境の現状 
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本市の人口および世帯数は、2018（平成30）年３月末現在で176,059人、世帯数は 76,805

世帯となっており、 総人口は、2013（平成25）年まで 増加傾向にありましたが、以降は減

少傾向に転じています。世帯数は増加傾向にありますが、核家族化の進行や 単身世帯の増加

の影響などにより１世帯あたりの人員は減少傾向にあります。また、2018（平成30）年の年

少人口比率は12％、老年人口比率は30％であり、県平均（それぞれ13％、26％）を上回るペ

ースで少子高齢化が進行しています。 
佐倉市人口ビジョンでは、今後も減少傾向で推移すると予測しており、2030（令和12）年

には人口161,853人、老年人口比率34.7％と超少子高齢社会が到来するとしています。 
また、本市は鉄道駅を中心とする市街地とその外側に農村集落が点在する都市構造となっ

ていることから、市内各地区で人口集積や少子高齢化の傾向が異なっています。               
注：各年３月末時点。2013（平成 25）年３月末分より集計方法変更により外国人が加算されている。 

資料：住民基本台帳人口          
注：各年３月末時点。2013（平成 25）年３月末分より集計方法変更により外国人が加算されている。 

資料：住民基本台帳人口 

人口、世帯数の推移 

社会環境 
人口動向 

地区別人口の推移 
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本市の市域面積は10,369ha で、全域が都市計画区域に指定され、およそ１/４が市街化区

域となっています。そのうち、8割以上が住居系用途地域で、工業系が約14％、商業系が約

4％です。 
地目別の土地利用では、田畑、山林などの自然的土地利用が面積の約半分を占め、直近10

年間で大きな変化はありません。しかし、農家数の減少や従事者の高齢化、後継者不足など

により田畑の耕地面積が減少しています。              
注：土地課税台帳及び土地補充課税台帳に登録された土地の地積に非課税地の地積を加えたもの。 

単位以下四捨五入してあるため、総数と内訳が一致しない場合がある。 
資料：千葉県統計年鑑               

資料：佐倉市農政課 

土地利用 

耕地面積の推移 

地目別土地利用の推移 
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印旛沼は、本市の北東部に位置する面積9.43㎞２の利根川水系の湖沼で、水道用水として、

また、農業用水、工業用水の水がめとして利用されているとともに、内水面漁場及び憩いの

場として利用されています。 
流域市町は本市を含め11市2町で、本市域の約94％が流域に含まれます。 
本市のかけがえのない財産となっている印旛沼ですが、昭和40年代以降、干拓事業に伴う

水面の縮小、人口の増加や市街地の発展に伴う家庭や工場・事業所からの排水による負荷の

増大などにより水質が悪化しました。 
印旛沼流域の有機汚濁の指標のひとつである COD 値（年平均値）の推移を見ると、環境基

準（3㎎/ℓ）に対し、８～12㎎/ℓ で推移しており、2011（平成23）年度から2017（平成

29）年度まで７年間連続で全国の湖沼の中で最も高い値となっています。なお、全国の湖沼

のうち、印旛沼を含むＡ類型指定水域（140水域）において、2017（平成29）年度の環境基

準達成率は65.7％（92地点）でした。また、全窒素、全リンについても環境基準を超過する

状況が続いています。                
資料：佐倉市環境白書 

また、1955（昭和30）年の印旛沼周辺には、陸～水際～沼において様々な生物（メダカ、

タナゴなどの魚類、ササバモ、ガガブタなどの水生植物等）が生息・生育し、豊かな生態系

が維持されてきましたが、印旛沼の水質の悪化や沼周辺の土地利用の変化などに伴い、在来

の生物種が減少し、ナガエツルノゲイトウやカミツキガメなどの特定外来生物をはじめとす

る外来種が多く見られるようになっています。  

印旛沼流域におけるCOD年平均値及び系統別汚濁負荷量の推移 

印旛沼の環境の現状 
印旛沼の概要 
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資料：印旛沼流域水循環健全化計画（印旛沼流域水循環健全化会議）     

印旛沼及び流域河川の水質悪化をもたらす汚濁発生源には、大きく分けて一般家庭などの

生活系、工場及び事業場などの産業系、山林、畑、水田、市街地等などの自然系の３つがあ

ります。下水道や合併処理浄化槽等の生活排水処理施設の整備による生活排水対策の推進、

水質汚濁防止法及び千葉県環境保全条例による工場・事業場の排水規制等により、生活系や

産業系の汚濁負荷量は減少傾向を示していますが、自然系の汚濁負荷量は増加傾向を示して

います。 
このほかの汚濁の要因として、印旛沼は、長年にわたり水中や底泥に蓄積した窒素及びリ

ンにより超富栄養化した状態にあります。この状況が引き起こす藻類の大量発生、いわゆる

内部生産が、水質の悪化に大きく影響していると考えられます。 
千葉県が主導する印旛沼水質保全協議会（湖沼水質保全計画）や印旛沼流域水循環健全化

会議（印旛沼流域水循環健全化計画）等により、流域の住民・市民団体、専門家、関係機関、

行政（国、千葉県、流域市町）等による活動が、1985（昭和60）年以降、継続的に実施され

ているところですが、水質改善、自然環境の再生には至っていないのが現状です。   

印旛沼流域における生物多様性の変化 

汚濁の現状と再生に向けたこれまでの取組 

＜過去：昭和 30 年代＞ 

＜現在＞ 
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本市の地形は、標高30～35ｍの下総台地と印旛沼低地で構成されており、台地は北から南

へ向かうほど徐々に高くなっています。水系は、鹿島川、手繰川、小竹川など、市内の水系

の多くが印旛沼に注いでいます。下総台地では、鹿島川と手繰川からの支流が樹枝状に広が

り、台地を侵食して大小の谷を刻み、谷津を形成することで、複雑かつ特徴的な地形を生み

出しています。これらの河川は、下総台地の湧水を水源としており、台地の裾や谷津周辺に

は多くの湧水地が認められます。                 
谷津が織りなす複雑かつ特徴的な地形は、多様な野生動植物の生息・生育場所となってい

ます。 
市内の植生は、斜面から台地上にかけてはコナラ、イヌシデ、クヌギなどの落葉広葉樹林、

台地上にはスギ・ヒノキ植林やシイ・カシの照葉樹林、ムクノキ・ケヤキなどの高木があり、

ヤマザクラやコブシ、カエデ類、林床の草本類とともに四季おりおりの里山に彩りを添えて

います。 
多様な植物群落は動物の餌場にもなっており、オオタカやサシバなどの猛禽類やタヌキや

イタチなどのほ乳類の生息が確認されています。さらに、ゲンジボタル、ホトケドジョウ、

キンラン、カタクリなどの貴重な動植物の生息・生育も確認されています。 
一方、アライグマやハクビシンなどの外来生物による被害が増加しています。   

自然環境 
地形・地質、水系 

動植物 

谷津の模式図 
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本市の河川（手繰川、鹿島川、高崎川）の BOD を指標とした有機汚濁の状況は、下水道の

整備や高度処理型合併処理浄化槽の普及により、概ね環境基準を満たす良好な状態で推移し

ており、水質の改善が進んできています。     
本市のごみ総排出量は、2012（平成24）年度で約56,000t でしたが、2016（平成28）年

度には52,000ｔを割り込み、年々減少傾向にあります。1人1日当たりの排出量についても、

2012（平成24）年度の862ｇから2016（平成28）年度は806ｇと減少しており、全国平均

（925ｇ）、千葉県平均（913ｇ）よりも低い値となっています。しかし、近年は下げ止まっ

ており、2016（平成28）年は1人1日当たりの排出量は微増しています。また、資源化量とリ

サイクル率は、年々減少している状況です。                 
資料：佐倉市廃棄物対策課   

環境負荷 
河川水質 
廃棄物 

ごみ総排出量の推移 
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本市から排出される温室効果ガス（CO2）排出量の総量は、2006（平成18）年の2,269千

ｔ-CO2をピークとして、2008（平成20）年までは減少していましたが、それ以降は増減を

繰り返しながら推移しており、2016（平成28）年の総排出量は、1,810千ｔ-CO2となってい

ます。 
４つの工業団地を有する本市は、産業部門からの排出量が総排出量の約６割を占めていま

す。部門別の排出量の推移をみると、「産業部門」、「家庭部門」で増減を繰り返しながら推移

しており、「業務部門」は増加傾向、「運輸部門」は減少傾向が見られます。                
注：2016（平成 28）年の数値は、都道府県別エネルギー消費統計の暫定値により算定。    

温室効果ガス（CO2）の総排出量及び部門別排出量の推移 

温室効果ガス 


